
２ 相談支援の充実等について 

 
 

障害者自立支援法等の一部改正（以下、「改正法」という。）により、本年４

月から以下のとおり相談支援の充実等を図ることとしている。 

・ 支給決定のプロセスの見直し、サービス等利用計画作成の対象者を大幅に

拡大（計画相談支援・障害児相談支援） 

・ 地域移行支援・地域定着支援の個別給付化 

・ 基幹相談支援センターの設置 

・ 「自立支援協議会」を法律上位置付け 

・ 成年後見制度利用支援事業の必須事業化 

改正法における相談支援の充実等を踏まえ、来年度予算案においては、計画

相談支援及び地域移行支援・地域定着支援について障害者自立支援給付費負担

金に、障害児相談支援について児童保護費等負担金に所要の予算を計上したと

ころである。 

また、基幹相談支援センターの機能強化のための専門職の配置費用、成年後

見制度利用支援事業の必須事業化及び成年後見制度の利用を促進するための

費用について、地域生活支援事業費補助金に盛り込んだところである。 

なお、地域生活支援事業費補助金の住宅入居等支援事業（居住サポート事業）

及び地域移行のための安心生活支援事業については、一部の事業を除き、来年

度から地域移行支援又は地域定着支援として個別給付化されることとなるが、

改正法の施行時において地域における地域移行支援・地域定着支援の実施体制

が十分でない場合については、実施体制が整備されるまでの間、引き続き地域

生活支援事業費補助金のメニューとして補助対象とする予定である。 

また、障害者自立支援対策臨時特例交付金の障害者を地域で支える体制づく

りモデル事業についても、 

・障害者の地域生活の２４時間の支援体制については地域定着支援として 

・事業者間の調整を図るためのコーディネーターの配置については地域生活支

援事業費補助金のメニューとして 

実施していくことが基本であるが、これらの事業への円滑な移行を図るため平

成２４年度に限り、引き続き第４次補正予算案に計上した障害者自立支援対策

臨時特例交付金のメニューとして経過措置として延長する予定である。 

都道府県におかれては、本年４月の改正法の円滑な施行に向けた準備や管内

市町村に対して必要な助言・指導を行う等、特段のご配慮をお願いしたい。 

※ 指定基準省令案、事業者指定の手続き等については近日中に提示予定。  
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○ 改正法における相談支援の充実等を踏まえ、来年度予算案においては、 

  ・ 障害者自立支援給付費負担金及び児童保護費等負担金において、計
画相談支援、地域相談支援及び障害児相談支援の所要の予算を計上
するとともに、 

  ・ 地域生活支援事業費補助金において、基幹相談支援センターの機能
強化のための専門職の配置や、成年後見制度利用支援事業の必須事
業化に伴う費用等について盛り込んだところである。 

    

   ※ 来年度の地域生活支援事業における居住サポート事業及び地域移行のための
安心生活支援事業、基金事業における障害者を地域で支える体制づくりモデル事
業の取扱いは、別紙のとおり。  

 
○ 都道府県におかれては、本年４月の改正法の円滑な施行に向けた準備

や管内市町村に対して必要な助言・指導を行うなど、特段のご配慮をお願
いしたい。 

   ※ 指定基準省令案、事業者指定の手続き等については近日中に提示。  

相談支援の充実等について 
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【１ 住宅入居等支援事業（居住サポート事業）】 

  ① 入居支援（家族同居者等への個別支援） 

  ② 入居支援（障害者入所施設・精神科病院入院者へ
の個別支援） 

  ③ ２４時間支援 

 

【２ 地域移行のための安心生活支援事業】 

  ① 常時の連絡体制と緊急時の支援 

  ② 緊急一時的な宿泊（居室の確保料以外分） 

  ③ 一人暮らしの体験宿泊（同上） 

  ④ ②・③の居室の確保料 

  ⑤ 地域の体制整備のためのコーディネート 

地域生活支援事業（補助金） 

地域移行支援・地域定着支援と補助事業の整理 

  

【地域移行支援】 
 ○ 対象者 入所施設及び精神科病院入院者 
 ○ サービス内容 
    ・地域移行に向けた相談、同行による支援 
    ・一人暮らしの体験宿泊 
    ・障害福祉サービス事業（日中活動系）の体験利用 
    ・入居支援 
 

【地域定着支援】 
 ○ 対象者 
     居宅で単身で生活する障害者又は同居する家族等

による緊急時の支援が見込まれない者 
  ○ サービス内容 
    ・常時の連絡体制の確保 
    ・緊急時の支援（緊急一時的な宿泊を含む） 

自立支援給付費負担金（個別給付） 

【平成２４年度以降】 【平成２３年度】 

 ○ 入居支援（家族と同居する者等の個別支援、個別支援以
外の各種取組） 

 ○ 緊急一時的な宿泊・体験宿泊の居室の確保料 

 ○ 地域の体制整備のためのコーディネート 

 ※ １・２の上記以外の事業は、法施行時のために地域相談支援の
提供体制が十分でない場合は体制整備されるまで補助対象。 

地域生活支援事業（補助金） 

  

【３ 障害者を地域で支える体制づくりモデル事業】 

  ① 拠点のコーディネーター配置 

  ② ２４時間のサポート体制づくり 等 
 

基金事業 

継
続 

  

【障害者を地域で支える体制づくりモデル事業】 

  ① 拠点のコーディネーター配置 

  ② ２４時間のサポート体制づくり 等 
 

基金事業（経過措置として平成２４年度まで延長） 
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３ 障害児支援の強化について 

 

 

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策

を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の

整備に関する法律」（平成２２年法律第７１号）の公布に伴う児童福祉法等の

一部改正（以下「改正法」という。）により、障害児支援については、身近な

地域で支援を受けられるようにする等のため、平成２４年４月から現行の各障

害別に分かれた施設体系を再編し、通所による支援を「障害児通所支援」に、

入所による支援を「障害児入所支援」にそれぞれ一元化することとし、併せて、

障害児通所支援に係る事務の実施主体については、都道府県から市町村に移行

することとしている。 

実施主体の移行に係る都道府県と市町村の事務の引き継ぎ等については、別

紙のとおり平成２４年１月１１日付け障害福祉課地域移行・障害児支援室事務

連絡においてお示ししたところである。 

また、今般の改正により１８歳以上の障害児施設入所者については、他の大

人の障害者と同様、年齢等に応じた適切なサービスが受けられるようにするた

め、児童福祉法ではなく、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスにより

対応するなどの見直しを行うこととなっている。  
各都道府県等においては、管内市町村や施設関係者等への周知や現行の各施

設等が新しい施設体系に円滑に移行できるよう必要な指導・助言を行うととも

に、障害福祉課地域移行・障害児支援室事務連絡を参照の上、事務の実施主体

の移行について、ご協力及び特段のご配慮をお願いしたい。 

改正法における障害児支援の指定基準案等については、パブリックコメント

に寄せられたご意見を踏まえ、１８ページから３０ページにあるとおり、一部

変更することとしている。 

なお、指定基準については、平成２４年２月上旬目途で公布する予定なので、

公布され次第、事業者の指定が行われるよう必要な準備についてもよろしくお

願いしたい。 
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障害者自立支援法等の一部改正における相談支援の充実等 

○ 都道府県におかれては、本年４月の改正法の円滑な施行に向けた準備や管内市
町村や関係者に対して必要な助言・指導を行うなど、特段のご配慮をお願いしたい。  

○ 特に、障害児通所支援に係る事務の実施主体が都道府県から市町村に移行する
ことになるので、事務の引き継ぎに留意の上、現在の利用者（重症心身障害児（者）
通園事業の利用者及び１８歳以上の障害児施設入所者を含む。）が施行日以降も
漏れなく引き続き利用できるよう、管内市町村と十分に連絡をとって、必要な手続き
を進められたい。  

○ 改正法における障害児施設等の指定基準案については、パブリックコメントに寄せ
られたご意見を踏まえ、別紙のとおり一部変更することとしている。   

○ 指定基準省令等については、２月上旬目途で公布する予定なので、事業者の指定
事務についても、必要な準備をお願いしたい。 

障害児支援の強化について 

16



    障害児施設の一元化後の施設等に係る指定基準案については、昨年１０月３１日障害保健福祉関係主管課長
会議において、お示ししたところであるが、パブリックコメントに寄せられた意見等を踏まえ必要な修正を行うことと
しており、主な変更点については、次のとおりである。 
  なお、基準省令については、２月上旬目途で公布する予定である。 

 パブリックコメントを踏まえた指定基準案の変更について 

 
 
○ 通所支援の質を高めるため、以下を変更 
   ①児童発達支援センターにおいて、主たる対象とする障害が難聴の場合は、「聴能訓練担当職員２人以上、言語   
   機能訓練担当職員２人以上」を「言語聴覚士４人以上」に変更 
   （変更前）聴能訓練担当職員２人以上、言語機能訓練担当職員２人以上→ （変更後）言語聴覚士４人以上   
           ※現行ある施設・事業所については、当分の間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 

    ②児童発達支援事業の「指導員」を「児童指導員」に変更 
     （変更前） 指導員又は保育士 →（変更後） 児童指導員又は保育士 
             ※現行ある施設、事業所については、当分の間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 

○  嘱託医の要件（通所、入所共通） 
    主たる対象の障害が知的障害の場合は、 
    （変更前） 精神科の診療を相当の経験を有する者→（変更後） 精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者 

○  児童発達支援と放課後等デイサービス等を一体的に実施できる特例の設定 
    利用定員は、合計の数で適用 

○  経過措置 
    児童発達支援センターの児童指導員及び保育士の配置基準の適用について、現行ある施設は、当分の間、現行の基  
   準による（少年７．５：１を可とする）ことができる旨の経過措置を講ずる。 
 
   

別 紙 
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     なお、昨年１０月３１日障害保健福祉関係主管課長会議において、指定基準案をお示ししたところであるが、 
主な変更点については、次のとおりである。 
  
  な変更点については、次のとおり。 

  障害児通所支援に係る基準省令については、パブリックコメントに寄せられた意見等を踏まえ必要な修正を行
い、 「児童福祉法に基づく指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準」の創設及び「児
童福祉施設の設備及び運営に関する基準（旧児童福祉施設最低基準）（昭和２３年厚生省令第６３号）」の一部
改正を、２月上旬目途にする予定である。  

 障害児通所支援の指定基準案について（当初からの変更部分） 

 
 
○ 通所支援の質を高めるため、以下を変更 
  ①児童発達支援センターにおいて、主たる対象とする障害が難聴の場合は、「聴能訓練担当職員２人以上、言語機 
     能訓練担当職員２人以上」を「言語聴覚士４人以上」に変更 
   （変更前）聴能訓練担当職員２人以上、言語機能訓練担当職員２人以上→ （変更後）言語聴覚士４人以上   
            ※現行ある施設・事業所については、一定期間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 
   

  ②児童発達支援事業の「指導員」を「児童指導員」に変更 
     （変更前） 指導員又は保育士 → （変更後） 児童指導員又は保育士 
            ※現行ある施設、事業所については、一定期間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 
 

○ 嘱託医の要件 
     主たる対象の障害が知的障害の場合は、 
     （変更前） 精神科の診療を相当の経験を有する者→ （変更後） 精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者 
 
○ 児童発達支援と放課後等デイサービス等を一体的に実施できる特例の設定 
     利用定員は、合計の数で適用 
 
○経過措置 
  児童発達支援センターの児童指導員及び保育士の配置基準の適用について、現行ある施設は、一定期間、現行の基準 
 による（少年７．５：１を可とする）ことができる旨の経過措置を講ずる。 
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児童発達支援センターの指定基準案      

人員基準・設備基準案の概要 

嘱託医※１ １人以上 

児童指導員 
及び保育士 

 

総数：通じて障害児の数を４で除して得た数以上 
    ※現行ある施設は、一定期間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 

   ・児童指導員：１人以上 
   ・保育士：１人以上 

栄養士※２ １人以上 

調理員※２ １人以上 

その他必要な職員※３ 

日常生活を営むのに必要な機能訓練等を行う場合 
ただし、主たる対象とする障害が難聴の場合は、言語聴覚士４人以上 
       ※現行ある施設、事業所は、一定期間、現行の基準によることができる旨の経過措置を講ずる。 

 児童発達支援管理責任者 １人以上（業務に支障がない場合は他の職務との兼務可） 

 
指導訓練室 

・定員：おおむね１０人 
・障害児1人当たりの床面積：２．４７㎡以上 
   ※主たる対象者が難聴の場合は、定員及び床面積の要件は適用しない。 

 
遊戯室 

・障害児１人当たりの床面積１．６５㎡以上 
    ※主たる対象者が難聴の場合は、床面積の要件は適用しない。 

 
その他 

・医務室、相談室、調理室、便所、屋外遊戯場（児童発達支援センターの付近にある屋外遊戯場 
 に代わるべき場所を含む。）その他、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること。 
 ただし、主たる対象とする障害を知的障害とする場合には、静養室を、主たる対象とする障害 
 を難聴とする場合は、聴力検査室を設けること。 

人
員
基
準 

設
備
基
準 

※１ 主たる対象の障害が知的障害の場合は、精神科又は小児科、難聴の場合は、耳鼻咽喉科の診療に相当の経験を有する者 
※２ ４０人以下の施設にあっては、栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置かないことができる。 
※３ 配置した場合は児童指導員等の総数に充てることができる。  ※４ 業務に支障がない場合は他の職務との兼務可。 

※４ 
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 《児童発達支援管理責任者の要件》 
 

   児童発達支援管理責任者は、障害児支援に関する専門的な知識と経験及び個別支援計画の作成・評価 
  などの知見と技術が必要であることから、要件は、①から③を満たす者とする。 
   ①実務経験者 
     ※実務経験の対象となる業務 
        障害児の保健、医療、福祉、就労、教育の分野において直接支援業務、相談支援業務、就労支援業務などの業 
              務を対象とする。 
          具体的には、児童デイサービス及び障害児施設等において、利用者に対して直接サービス提供を行う業務、相談 
              支援業務及び学校等で直接障害児教育に携わる業務等とし、経験年数については、自立支援法に基づくサービス 
              管理責任者と同等とする予定。 
    
       ②児童発達支援管理責任者研修修了者 
     ※研修の内容は、自立支援法に基づくサービス管理責任者研修と同等のものとし、今後定める。 
 
       ③相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者（又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者） 
   
 《経過措置》 
 

    実務経験の要件を満たしていれば、施行後３年間で児童発達支援管理責任者研修及び相談支援従事 
   者初任者研修（講義部分）を修了することを条件として、この間、児童発達支援管理責任者の業務を行うこ 
      とができる。（３年間の経過措置） 
     なお、過去に、サービス管理責任者研修（児童分野）を修了している者については、児童発達支援管理 
   責任者研修を修了しているものとみなす。 
 

   （※）児童発達支援管理責任者は、支援の提供に支障がない限りにおいて、他の職務や他の一体的に運営する事業の 
       児童発達支援管理責任者（サービス管理責任者含む。）との兼務を可能とする。   

●児童発達支援管理責任者の配置について  
      利用障害児に対して、個別支援計画に基づき計画的かつ効果的な支援を提供するため、障害児支援に共通する職種として新設。  
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児童発達支援事業（児童発達支援センター以外で児童発達支援を行う場合）の指定基準案      

 

人 
員 
基 
準 

従業者 児童指導員又は保育士 
 

単位ごとに当該支援の提供に当たる児童指導員又は保育士の合計数が、
次のとおり確保されるために必要と認められる数（１人以上は常勤） 
 
・障害児数が１０人までは、２人以上 
・障害児数が１０人を超えるときは、２人に、障害児数が１０人を超  
 えて５又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

その他必要な職員※ 日常生活を営むのに必要な機能訓練等を行う場合 

児童発達支援管理責任者 １人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

管理者 
常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼
務可） 

設
備
基
準 

 

・指導訓練室、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること。 

・また、指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えること。 

※ 配置した場合は指導員等の総数に充てることができる。 

人員基準・設備基準案の概要 
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人 
員 
基 
準 

医療法上に規定する診療所として 
必要とされる従業者 

同法に規定する診療所として必要とされる数 

児童指導員 １人以上 

保育士 １人以上 

看護師 １人以上 

理学療法士又は作業療法士 １人以上 

その他必要な職員 日常生活を営むのに必要な言語訓練等を行う場合 

児童発達支援管理責任者 １人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

設
備
基
準 

 
・医療法上に規定する診療所として必要とされる設備を有すること。 
・訓練室、屋外訓練場、相談室及び調理室を有すること。 
・浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備を有すること。 
・階段の傾斜を緩やかにすること。 

医療型児童発達支援センターの指定基準案      

人員基準・設備基準案の概要 

※ 指定に当たっては、法人格の有無は問わない。 
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主たる対象とする障害を重症心身障害とする場合の児童発達支援の指定基準案     

人員基準・設備基準案の概要 
 
 

人 
員 
基 
準 
 

職種 児童発達支援事業として実施する場合 児童発達支援センターとして実施する場合 

嘱託医 １人以上 １人以上 

看護師 １人以上 ・総数：４：１以上 
 ・看護師：１人以上 
 ・児童指導員：１人以上 
 ・保育士１人以上 
 ・機能訓練等担当職員 
（※理学療法又は作業療法若しくは言語療法担当職員） 

                    ：１以上 

児童指導員 
又は保育士 

１人以上 

機能訓練等を行う職員
（※作業療法又は理学療法若し
くは言語療法を担当する職員） 

１人以上 

栄養士※1 － １人以上 

調理員※1 － １人以上 

児童発達支援管理責任
者 

１人以上（業務に支障がない場合は他
の職務の兼務可） 

１人以上（業務に支障がない場合は他の職
務の兼務可） 

設備基準 
 
 

指導訓練室、支援の提供に必要な設備
及び備品等を備えること。 

指導訓練室、遊戯室、 
医務室、相談室、調理室、便所、その他、
支援の提供に必要な設備及び備品等を備え
ること。※1 

※１ 40人以下の施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置かないことができる。 
※２ 指導訓練室、便所、調理室以外は、併設する施設の設備と兼用または業務に支障がない場合は置かないことができる。 
 

                              (注)医療型児童発達支援ｾﾝﾀｰの基準を満たせば、医療型への移行も可能 

23



放課後等デイサービスの指定基準案      

人員基準・設備基準案の概要 

 
人 
員 
基 
準 
 

従業者 児童指導員又は保育士 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他必要な職員※ 

単位ごとに当該支援の提供に当たる児童指導員又は保育士の合計数
が、次のとおり確保されるために必要と認められる数（１人以上は
常勤） 
 
・障害児数が１０人までは、２人以上 
・障害児数が１０人を超えるときは、２人に、障害児数が１０人を
超えて５又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 
 
 
日常生活を営むのに必要な機能訓練等を行う場合 

児童発達支援管理責任者 １人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

管理者 
常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の
兼務可） 

設
備
基
準 

 

・指導訓練室、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えること。 

・また、指導訓練室は、訓練に必要な機械器具等を備えること。 

※ 配置した場合は指導員等の総数に充てることができる。 

24



  人員基準・設備基準案の概要 

保育所等訪問支援の指定基準案      

人 
員 
基 
準 
案 

従業者 訪問支援員 事業規模に応じて必要な数 
（障害児支援に関する知識及び相当の経験を有する児童指導員、 
 保育士、理学療法士、作業療法士及び心理担当職員等であって、 
 集団生活への適応のための専門的な支援の技術を有する者） 

児童発達支援管理責任者※ １人以上（業務に支障がない場合は管理者との兼務可） 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

 
設
備
基
準 
案 
 

 

・事業の運営を行うために必要な広さを有する区画を設けるほか、保育所等訪問支援の提供に必要な設備 

 及び備品を設けること。 

※ 支援の提供にあたって、児童発達支援管理責任者が訪問支援を行うことは妨げないが、同一人物 
 が全ての職種を兼務することは不可とする。 
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障害児入所施設の指定基準案について（当初からの変更分） 

 
 

○ 嘱託医の要件 
     主たる対象の障害が知的障害の場合は、 
      （変更前） 精神科の診療を相当の経験を有する者 
      （変更後） 精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者 
 
   

     なお、昨年１０月３１日障害保健福祉関係主管課長会議において、指定基準案をお示ししたところであるが、 
 主な変更点については、次のとおりである。 

  障害児入所施設に係る基準省令については、パブリックコメントに寄せられた意見等を踏まえ必要な修正を行
い、 「児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準」の創設及び「児童福祉
施設の設備及び運営に関する基準（旧児童福祉施設最低基準）（昭和２３年厚生省令第６３号）」の一部改正を、
２月上旬目途にする予定である。  
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福祉型障害児入所施設の指定基準案      

１．人員基準案の概要 

職種 
知的障害 
の場合 

自閉症の場合 
盲ろうあ 
の場合 

肢体不自由児の場合 

嘱託医※1 １人以上 

医師 － １人以上 － － 

児童指導員及び保育士 
※2 

・総数：  
  ①知的障害児（自閉症含む）４．３：１以上 
 ②盲ろうあ児：乳幼児４：１以上、少年５：１以上 
 ③肢体不自由児：３．５：１以上 
 
・児童指導員：１人以上 
・保育士：１人以上 

看護師 － 20：１以上 － １人以上 

栄養士※3 １人以上 

調理員※4 １人以上 

職業指導員 職業指導を行う場合 

心理指導担当職員※5 心理指導を行う場合 

児童発達支援管理責任者 
 
１人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 
 

※１知的障害児（自閉症含む）の場合は、精神科又は小児科、盲ろうあ児の場合は眼科又は耳鼻咽喉科の診療に相当の経験を有する者 
※２ 30人以下を入所させる施設で知的障害児を受け入れる場合、35人以下を入所させる施設で盲ろうあ児を受け入れる場合は、さらに１人以上 
    を加える。 
※３ 40人以下の施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置かないことができる。 
※４ 心理指導を行う必要があると認められる児童５人以上 27



設備 
知的障害 
の場合 

自閉症 
の場合 

盲ろうあ 
の場合 

肢体不自由 
の場合 

居室 

 ・定員４人以下(乳幼児６人以下） 
 ・障害児1人当たりの床面積：４．９５㎡以上（乳幼児３．３㎡以上） 
 ・障害児の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。 
 

その他 

調理室、浴室、便所、医務室※１、静養室※２ 

 ・主たる対象の障害が、 
   知的障害及び盲ろうあの場合は、障害児の年齢、適当に応じ職業指導に必要な設備   
   盲ろうあの場合は、遊戯室、訓練室 
   盲の場合は、音楽設備、特殊表示等身体機能の不自由を助ける設備 
   ろうあの場合は、映像設備 
   肢体不自由の場合は、訓練室、屋外訓練場、身体機能の不自由を助ける設備 
 を備えること 

２．設備基準案の概要 
          ※次期改築等の施設整備を行うまで適用猶予 

※１ 主たる対象の障害が知的障害、盲ろうあであって、３０人未満の施設においては、医務室を設けないことができる。 
※２ 主たる対象の障害が盲ろうあであって、３０人未満の施設においては、静養室を設けないことができる。 
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医療型障害児入所施設の指定基準案      

１．人員基準案の概要 

職種 
自閉症児 
の場合 

肢体不自由児 
の場合 

重症心身障害児の場合 

医療法に規定する病院として
必要とされる従業者 

同法に規定する病院として必要とされる数 

児童指導員及び保育士 
 ・総数： 6.7：１以上 
 
   ・各１人以上 

・総数： 乳幼児10：１以上 
      少年20：１以上 
 
  ・各１人以上 

・各１人以上 
 

理学療法士又は作業療法士      － １人以上 １人以上 

職業指導員 －  職業指導を行う 場合 － 

心理指導担当 
職員 

－ － １人以上 

児童発達支援管理責任者 １人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 
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自閉症の場合 肢体不自由の場合 重症心身障害の場合 

 
医療法に規定する病院として必要とされる設備、訓練室、浴室 

 

 
主たる対象とする障害が 
  
 自閉症児の場合は、静養室を設けること。 
  
 肢体不自由の場合は、屋外訓練場、ギブス室及び特殊手工芸等の作業を指導するのに必要な設備、義肢装具を 
 製作する設備（他に適当な設備がある場合は置かないことができる）、身体の機能を助ける設備を設けること。 
 また、階段の傾斜を緩やかにすること。 

 
 
 
 

２．設備基準案の概要 
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